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Okta Japan、「アイデンティティ管理の認知度調査」を実施 

  

Okta Japan株式会社（本社: 東京都渋谷区、代表取締役社長： 渡邉 崇）は、日本国内の情報システ

ム・セキュリティ導入担当者 3,000名を対象に「アイデンティティ管理の認知度調査」を実施しま

した。 

 

調査結果のポイント 

 

ポイント 1：アイデンティティ管理を理解しているのは約 2割 

「アイデンティティ管理（ID管理）/IAM」という言葉をどの程度知っているかを尋ねたところ、

「どんな内容かを理解している」と回答した割合は、全体で 19.6%でした。その他のアイデンティ

ティ管理に関連するキーワードについても、「どんな内容かを理解している」と回答した割合が、

「IDaaS」で 15.5%、「顧客 IDとアクセス管理（CIAM）」で 18.6%、「特権 ID管理（PAM）」で

16.3%、「アイデンティティガバナンスと管理（IGA）で 13.7%であり、アイデンティティ管理を

理解している情報システム・セキュリティ導入担当者が 2割に満たないことが分かりました。 

 

 
 

 

ポイント 2：アイデンティティ管理を理解している割合は、企業規模大の担当者の方が比較的に高

い 



「アイデンティティ管理（ID管理）/IAM」という言葉を知っている回答者を、企業規模別に見る

と、企業規模大（300人以上）の情報システム・セキュリティ導入担当者の割合が 25.8%に対し、

企業規模小（300人未満）の割合が 7.4%でした。この傾向は他のキーワードにもあてはまります。 

 

 
 

 

ポイント 3：アイデンティティ管理やユーザー認証基盤のサービスを導入している割合は約 4割 

アイデンティティ管理（ID管理）やユーザー認証基盤のサービスを導入しているか尋ねたところ、

全体で 37.1%が導入していると回答しました。企業規模別で見ると、企業規模大と企業規模小の差

が大きく、企業規模大（300人以上）で導入している割合が 50.3%に対し、企業規模小（300人未

満）の割合が 10.7%でした。 

 



 

ポイント 4：アイデンティティ管理やユーザー認証基盤のサービスの導入を検討している割合は約

3割 

アイデンティティ管理（ID管理）やユーザー認証基盤のサービスの導入を検討しているか尋ねたと

ころ、全体で 31.6%が導入を検討していると回答しました。こちらも企業規模大と企業規模小の差

が大きく、企業規模大（300人以上）で導入を検討している割合が 41.1%に対し、企業規模小

（300人未満）の割合が 12.5%でした。 

 

 
 

 

調査結果のまとめ 

 

今回の調査結果から、アイデンティティ管理を理解している割合が日本国内でまだ低いことが想定

されます。また、理解度の割合において、企業規模別での差が大きいことも判明しました。企業規

模大の方がアイデンティティ管理の理解度が企業規模小より高い理由は、現場で直面している課題

にあると思われます。Oktaが毎年グローバルのお客様を対象に実施している調査（注 1）による

と、企業が仕事のために導入するアプリケーションの 1社あたりの平均数は 89個であり、従業員

2,000人以上の大企業では 1社あたり平均 187個のアプリケーションを導入しています。企業規模

が大きくなればなるほど、毎年増加し続けているアプリケーションを一元管理し、従業員が安全か

つ便利に活用できるようにするには、アイデンティティ管理によるシングルサインオンや多要素認

証、アプリケーションの割当や解除の自動化などが不可欠となります。 

 

また、顧客 IDとアクセス管理（CIAM）のニーズも広がりつつあります。企業は顧客向けにオンラ

インでサービスを展開するのにあたって、顧客のログイン体験を快適にすると同時に、安全なアク

セスを提供する必要があります。さらに複数のブランドを展開する企業は、統一された顧客 IDを活

用することで各ブランドのサービスをまたいだ顧客プロファイルを把握し、パーソナライズされた

顧客体験を提供することができます。 

 

企業規模大のみならず、企業規模小であっても、こうしたアイデンティティ管理は今後重要になっ

ていきますので、アイデンティティ管理の理解をさらに進めていくことが求められます。 

 



調査方法について 

調査方法：インターネット調査 

調査対象：情報システム・セキュリティ導入担当者（20〜69歳の男女） 

サンプルサイズ：3,000人（企業規模 300人以上が 2,000人、企業規模 300人未満が 1,000人） 

調査実施期間：2022年 5月から 6月 

調査機関：楽天インサイト株式会社 

 

注 1：「Businesses at Work 2022」 

https://www.okta.com/jp/report/businesses-at-work-2022/ 

 

Oktaについて 

Oktaは、すべての人のアイデンティティとアクセスを安全に管理するベンダーニュートラルなサー

ビスプロバイダーです。Oktaが提供するプラットフォーム「Okta Identity Cloud」により、クラウ

ド、オンプレミスを問わず、適切な人に適切なテクノロジーを適切なタイミングで安全に利用でき

るようにします。7,300以上のアプリケーションとの事前連携が完了している「Okta Integration 

Network」を活用して、あらゆる人や組織にシンプルかつ安全なアクセスを提供し、お客様の潜在

能力を最大限発揮できるように支援します。JetBlue、Nordstrom、Siemens、Slack、武田薬品、

Teach for America、Twilioを含む 15,800以上のお客様が Oktaを活用して、職場や顧客のアイデン

ティティを保護しています。 

https://www.okta.com/jp/ 

  

【本件に関するお問い合わせ先】 

■ Okta Japan株式会社 

広報担当：中田清光 
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